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    「 労 働 災 害 多 発 警 報 」 発 出 

   ～労働災害防止に向け緊急対策を実施～ 
 

 茨城労働局（局長 鬼丸良一）は、本年 10 月末現在の労働災害（休業 4

日以上）が、昨年同期と比較して１２．６％増加している事態を踏まえ、本

日「労働災害多発警報」を発出し、県内労使に対して防止対策の徹底を呼び

かけることとしました。 

 併せて、毎年年末・年始には死亡災害などの重篤災害の多発傾向が強まる

ことから「平成２３年度年末・年始労働災害防止緊急対策」をとりまとめ、

県内の関係団体に対して労働災害防止活動の強化を要請しました。 

 特に、建設業での増加（対前年比５８．３％増）が著しい状況にあること

から、各労働基準監督署に対して、震災復旧工事などの建設現場等に対する

監督指導やパトロールの強化を指示するとともに、建設工事の発注機関に対

する要請を行いました。 

 「労働災害多発警報」及び「平成 23 年度年末・年始労働災害防止緊急対策」

の内容は別添のとおりです。 

 



別添１ 

       労働災害多発警報 

             平成２３年１１月２２日茨城労働局  
 
 本年１０月末現在の労働災害発生状況は、前年同期と比較して死

亡災害は大幅に減少しているものの、休業４日以上の死傷災害は２

４８件、１２．６％増という近年に無い大幅な増加となっている。 
 これらの休業災害の内、５０％以上が１ヶ月以上の休業が見込ま

れる重傷災害である。  
 また、業種別では建設業の１３０件５８．３％の大幅増加を筆頭

に、運輸交通業（３０件１３．０％増）商業（３２件１３．９％増）

製造業（４０件６．７％増）と、主要な業種での増加傾向が認めら

れる。  
 この原因には、３月１１日に発生した震災による死傷（４０件）

及び震災復旧工事等に伴う死傷（８２件）が大きく影響していると

認められるものの、これらを除いてもなお前年同期を１２０件以上

上回る状況となっている。  
 特に建設業においては、震災関連の７５件（震災直接９件、復旧

工事６６件）を除いても２４．７％増である。  
 このような状況を踏まえ、ここに労働災害多発警報を発出し、例

年、死亡災害等の増加傾向が認められる年末・年始期間に向けて、

県内労使各位に労働災害防止活動の強化を呼びかけるものである。 
 
              



別添２  

      平成２３年度年末・年始労働災害防止緊急対策  

 趣旨  

 茨城県内における休業４日以上の労働災害は、関係者の弛みない努力の結

果、長期的に減少傾向を示してきたところである。  

 しかしながら、本年１０月末現在の労働災害発生状況（速報値）によると、

対前年同期と比較して死亡災害は大幅に減少しているものの、死傷災害は２

４８件、１２．６％増という近年に無い大幅な増加という状況となっている。  

 この原因には、３月１１日に発生した震災による死傷（４０件）及び震災

復旧工事等に伴う死傷（８２件）が大きく影響していると認められるものの、

これらを除いてもなお前年同期を１２０件を上回る状況となっている。  

 特に、建設業においては１３０件５８．３％増で、震災関連の７５件（震

災直接９件、復旧工事 66 件）を除いても２４．７％増である。  

 また、運輸交通業（３９件１３．０％増）商業（３２件１３．９％増）製

造業（４０件６．７％増）と、主要な業種での増加傾向が認められる。  

 今後、茨城県内においては、震災による損傷家屋の屋根工事等の本格化が

予想されるほか、年度末に向けて道路、河川、港湾、橋梁等震災復旧に係る

公共工事の発注が集中的に行われ、加えて、例年業種を問わず、労働災害が

増加する傾向にある年末・年始期間を迎えることから、さらに労働災害の増

加が懸念される。  

 上記のような状況を受けて、茨城労働局として以下により建設業を中心と

する年末・年始労働災害防止緊急対策を実施する。  

 

１ 名称 平成２３年度年末・年始労働災害防止緊急対策  

 

２ 期間 平成２３年１２月１日～平成２４年１月３１日  

 

３ 取組内容  

  （１）労働局・監督署が実施する事項  

     ①広報の実施  

       災害発生状況及び緊急対策の内容の広報を実施し、関係者に  



      対して注意喚起と対策への協力を要請する。  

     ②関係団体に対する協力要請  

       建設業労働災害防止協会茨城支部、陸上貨物運送事業労働災  

      害防止協会茨城県支部、労働基準協会等関係団体に対して、緊  

      急対策の周知及び自主的パトロール等の強化を要請する。  

     ③局・署職員による、復旧工事を含む建設工事現場に対する県下  

      一斉を含む集中的な監督指導、パトロールを強化する。  

  （２）関係団体に要請する事項  

     ①傘下の事業場に対する周知徹底  

     ②自主的なパトロール等の実施  

  （３）発注機関に要請する事項  

     ①災害復旧工事等の適正な発注条件の確保  

     ②受注業者に対する安全確保対策徹底の指導  

     ③自主的なパトロールの実施  

  （４）重点項目  

    以下の労働災害の防止を重点とし、特に工事、作業の実施にあたっ  

   ては、事前に危険・有害性の評価を行って適切な対策を講じるととも  

   に、工事等開始後において確実に対策が実施されていることを確認す  

   る。  

     ①墜落・転落災害の防止  

      屋根工事等の高所作業における適切な墜落防止対策の徹底  

     ②重機による災害の防止  

      車両系建設機械の接触災害、転倒災害防止対策の徹底  

     ③土砂崩壊等災害の防止  

      傾斜地工事、掘削工事等における土留め支保工の設置などによ  

     る法面崩壊災害防止の徹底  

     ④荷役作業による災害の防止  

      フォークリフト、貨物自動車等に係わる荷役作業による災害防  

     止の徹底  

     ⑤交通労働災害の防止  

      過労運転等防止の徹底  
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